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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期
第３四半期
連結累計期間

第38期
第３四半期
連結累計期間

第37期
第３四半期
連結会計期間

第38期
第３四半期
連結会計期間

第37期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年

12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高及び営業収入(百万円) 234,011 190,932 87,107 77,018 309,771

営業利益(百万円) 34,712 17,126 11,868 12,515 27,361

税引前四半期(当期)純利益(百万円) 31,703 16,119 9,295 12,090 24,719

当社株主に帰属する四半期(当期)純

利益(百万円)
17,826 10,620 5,862 8,388 10,874

株主資本(百万円) － － 189,811 181,654 178,632

総資産額(百万円) － － 327,684 303,062 301,670

１株当たり株主資本(円) － － 1,380.83 1,361.10 1,338.46

１株当たり当社株主に帰属する四半

期(当期)純利益金額(円)
129.72 79.58 42.64 62.85 79.30

潜在株式調整後１株当たり当社株主

に帰属する四半期(当期)純利益金額

(円)

129.72 79.58 42.64 62.85 79.30

株主資本比率(％) － － 57.9 59.9 59.2

営業活動によるキャッシュ・フロー

(百万円)
14,105 4,454 － － 30,131

投資活動によるキャッシュ・フロー

(百万円)
△3,705 △4,665 － － △5,715

財務活動によるキャッシュ・フロー

(百万円)
△14,466 △9,715 － － △21,004

現金及び現金同等物の四半期末(期

末)残高(百万円)
－ － 45,528 43,828 53,568

従業員数(人) － － 5,715 5,761 5,632

（注）１．当社の連結財務諸表は、米国預託証券の発行等に関して要請されている会計処理の原則及び手続並びに表示方

法、すなわち、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき作成されております。

２．売上高及び営業収入には、消費税等は含まれておりません。

３．平成21年４月１日より、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書810「連結」(旧米国財務会計基準書第160号

「連結財務諸表における非支配持分－ARB第51号の改訂」)を適用しております。これに伴い、過年度の連結財

務諸表を組替再表示しております。

４．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5,761 (7,162)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 77  

（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

デジタルエンタテインメント事業 29,412 △10.2

健康サービス事業 19,712 △5.7

ゲーミング＆システム事業 1,860 △4.5

その他の事業 2,741 △47.5

合計 53,725 △11.7

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額は、売上原価により算出しております。

(2) 受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりません。

(3) 販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

デジタルエンタテインメント事業 48,960 △12.0

健康サービス事業 21,099 △5.0

ゲーミング＆システム事業 5,833 7.2

その他の事業 1,126 △70.7

合計 77,018 △11.6

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社

)が判断したものであります。

(1) 業績の概況

　当社グループを取り巻く経営環境は、昨年来の景気後退に一時的には持ち直しの兆しが見られたものの、円高及び

デフレの影響等による先行きの不透明感が続いております。

　娯楽産業(エンタテインメント)におきましては、家庭用ゲーム市場では、当第２四半期以降、各ハードメーカーによ

る据置型ゲーム機の値下げ、新型携帯ゲーム機の発売や、年末商戦に向けて各社大型タイトルの発売等、需要喚起に

向けた取り組みが行われたものの、国内・海外市場ともに、前年と比較すると厳しい環境が続いております。また、ア

ミューズメント施設市場においても、個人消費の抑制、新型インフルエンザ等の影響により客足の減少が続いており

ます。

　健康産業におきましては、高齢化社会の到来と生活習慣病に対する懸念から、健康維持・増進に対する需要と関心

の高まりが今後も引き続き期待されます。
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　このような状況のもと、当社グループのデジタルエンタテインメント事業におきましては、家庭用ゲームソフトで

は、サッカーゲーム「ウイニングイレブン」(欧米名「Pro Evolution Soccer」)、「実況パワフルプロ野球」シリーズ等

の最新作を発売したほか、恋愛をテーマにした新たなコミュニケーションゲーム「ラブプラス」や海外で人気のコ

ンテンツを題材とした新規タイトルが堅調に推移いたしました。また、アミューズメント施設向け商品では、シリー

ズ最新作「麻雀格闘倶楽部 我龍転生」の販売を開始し、カードゲーム商品についても販売が引き続き順調に推移し

ましたが、ゲームソフトやアミューズメントにおきまして、ビッグタイトルのあった前年同期と比較すると、売上は

減少しております。

　健康サービス事業におきましては、直営施設の新規出店及び受託施設の拡大とともに、多様化するお客様ニーズや

地域特性にあわせた施設展開・サービスの導入を推進いたしました。また、健康関連商品の販売強化、健康管理のIT化

を推進し、施設内外での健康維持・増進を支援するサービスの拡充に努めました。

　ゲーミング＆システム事業におきましては、北米及び豪州市場にて、ビデオスロットマシンでは「K2V」シリーズを

搭載した新筐体「Podium」、ステッパーでは「Advantage 5」シリーズ等を中心に商品ラインナップの拡充を行い、販

売が順調に推移いたしました。また、「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」やパーティシペーション(オペ

レーターとのプロフィットシェア形式)も拡販が進捗いたしました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は770億１千８百万円(前年同期比11.6％減)となり、営業利益は125

億１千５百万円(前年同期比5.5％増)、税引前四半期純利益は120億９千万円(前年同期比30.1％増)、当社株主に帰属す

る四半期純利益は83億８千８百万円(前年同期比43.1％増)となりました。

(2) 事業別セグメントの業績

(デジタルエンタテインメント事業)

　国内におきましては、ゲームソフトでは、「ワールドサッカー ウイニングイレブン 2010」(欧米名「PES 2010 ‒

 Pro Evolution Soccer」)、「実況パワフルプロ野球」シリーズ等の当社グループが得意とするスポーツタイトルのほ

か、アニメタイトル「ペン1グランプリ ペンギンの問題スペシャル」、市場で好評を博している「ラブプラス」に続

き、恋愛をテーマにしたシミュレーションゲームのシリーズ最新作「ときめきメモリアル4」等、多彩な商品ライン

ナップを発売いたしました。

　また、iPhone/iPod touchに続き、Windows phone向けにも「DanceDanceRevolution S」等の配信を開始し、携帯電話・携

帯端末向けに当社グループの様々な人気コンテンツを活用した展開を推進いたしました。

　業務用ビデオゲームでは、全国のアミューズメント施設をネットワークで結ぶ“e-AMUSEMENT”サービスを活用

した、定番の音楽タイトルのほか、シリーズ最新作「麻雀格闘倶楽部 我龍転生」、「BASEBALL HEROES 2009 覇

者」、メダルゲームでは、新ジャンルマスメダルゲーム「InfinityRings」に加え、大型競馬マスメダルゲーム「

GI-HORSEPARK GX」が新たに稼動を開始いたしました。また、カードゲームにつきましては、引き続き順調な売上を

記録しております。

　北米と欧州におきましては、新作のサッカータイトルの発売に加え、音楽ゲーム「DanceDanceRevolution」シリーズ

や「SAW」といった海外向けコンテンツが堅調に推移いたしました。

　なお、前年度は「METAL GEAR SOLID 4 GUNS OF THE PATRIOTS」等のビッグタイトルがあったことにより、前年

同期との比較におきましては、売上が減少しております。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結会計期間の売上高は490億８百万円(前年同期比12.0％減)となりまし

た。

(健康サービス事業)

　景気の先行き不透明感から個人消費の抑制傾向が継続し、スポーツクラブ業界では、低価格化が進むとともに施設

数の増加により会員獲得における厳しい環境が続いております。そのような状況の下、当社グループでは、施設内外

のサービスと健康関連商品の両面における付加価値向上に努め、地域特性やお客様のニーズにあわせたサービスや

商品ラインナップの拡大を図りました。

　直営施設運営におきましては、構造改革の一環として施設の統廃合を実施し、当第３四半期末までの累計では20施

設を閉鎖いたしました。一方、新規出店については、当上期までにオープンした５施設に加え、平成21年11月に東北最

大級の大型スタジオや充実の温浴施設を完備した「コナミスポーツクラブ 仙台長町」(宮城県)をオープンいたしま

した。また、11月より、「東京ミッドタウンクリニック」の運営支援を行う株式会社アドバンスト・メディカル・ケ

アと連携して、スポーツクラブと医療機関のサービスを融合させた健康管理と運動指導を一部施設にて開始いたし

ました。それぞれの地域の特色にあわせた施設展開や当社グループの強みである運動指導・栄養指導・健康管理のIT

化を活かしたサービスの拡充を行う等、健康意識の高まるお客様に向けて、施設内外における健康維持・増進の支援

に努めました。

　受託施設運営におきましては、平成21年10月に「堺市立美原総合スポーツセンター」(大阪府)を加え、公共施設等の

運営に当社グループのノウハウや実績を役立てることで、地域社会の皆様の健康増進を推進いたしました。なお、平

成21年12月末現在の当社グループの運営施設数は、直営施設と受託施設を合わせて全国327施設となりました。

　健康関連商品におきましては、平成21年８月に発売を開始したカロリーゼロ・糖類ゼロの清涼飲料水「エクササイ

ズウォーターゼロ」、９月よりダウンロードを開始した携帯電話で手軽に健康管理ができる新機能「コナミスポー
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ツクラブウィジェット」等、商品・サービスの拡充に努めております。また、12月には郵便局株式会社東京支社との

提携による都内郵便局での健康関連商品のカタログ販売・第２弾を開始しております。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結会計期間の売上高は212億９百万円(前年同期比4.8％減)となりまし

た。

(ゲーミング＆システム事業)

　北米市場におきましては、定番化した５リールステッパー「Advantage 5」シリーズや、「K2V」シリーズを搭載し

た新筐体「Podium」等のビデオスロットマシンが引き続き好評を博しております。また、保守・サービスにより安定

的な収益が確保できる「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」の販売やパーティシペーション(オペレーター

とのプロフィットシェア形式)による販売も増加し、順調に市場シェアを獲得しております。また、中南米市場につい

ても代理店網整備を進め、本格的な販売を開始しております。

　豪州市場におきましては、「K2V」シリーズを搭載した新筐体「Podium」等、ビデオスロットマシンの販売が順調

に推移したほか、「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」の市場導入も貢献して、収益が改善いたしました。

　また、平成21年11月にアメリカ・ラスベガスで開催されたゲーミング業界最大級の展示会「Global Gaming Expo」

において、「K2V」シリーズ向けの新コンテンツを、新筐体「Podium」に搭載して出展したほか、演出面でさらなる

進化を遂げた最新のスロットマシン「Advantage Revolution」、「Advantage 5」、「コナミ・カジノ・マネジメント・

システム」等、各市場に対応した幅広い商品ラインナップを披露し好評を博しました。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結会計期間の売上高は58億３千３百万円(前年同期比7.2％増)となりま

した。

(3) 所在地別セグメントの業績

(日本)

　デジタルエンタテインメント事業において、サッカーゲーム「ウイニングイレブン」シリーズ、「実況パワフルプ

ロ野球」シリーズ、アミューズメント施設向け商品の「麻雀格闘倶楽部」シリーズ最新作の販売を開始したほか、

カードゲーム商品の販売も順調に推移いたしましたが、「METAL GEAR SOLID 4 GUNS OF THE PATRIOTS」の発売

があった前年同期と比較してゲームソフト商品の売上が減少したことにより、日本地域全体の売上は減少いたしま

した。

　以上の結果、当地域における当第３四半期連結会計期間の売上高は592億２千４百万円(前年同期比10.2％減)となり

ました。

(北米)

　デジタルエンタテインメント事業において、「Pro Evolution Soccer」シリーズ、「DanceDanceRevolution」シリーズ、

「SAW」といった海外向けコンテンツの販売が堅調に推移しましたが、「METAL GEAR SOLID 4 GUNS 

OF THE PATRIOTS」の発売があった前年同期と比較して売上は減少いたしました。また、ゲーミング＆システム事業

においては、「K2V」シリーズを搭載した新筐体「Podium」や「Advantage 5」シリーズのスロットマシンの販売、

「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」やパーティシペーション（オペレーターとのプロフィットシェア形

式）による販売が順調に推移したものの、北米地域全体の売上は減少いたしました。

　以上の結果、当地域における当第３四半期連結会計期間の売上高は120億８千８百万円(前年同期比24.3％減)となり

ました。

(欧州)

　デジタルエンタテインメント事業において、「Pro Evolution Soccer」シリーズ最新作の発売を開始したほか、「

SAW」といった海外向けコンテンツの販売が堅調に推移いたしましたが、「METAL GEAR SOLID 4 GUNS 

OF THE PATRIOTS」の発売があった前年同期と比較すると、欧州地域全体の売上は減少いたしました。

　以上の結果、当地域における当第３四半期連結会計期間の売上高は109億９千３百万円(前年同期比17.7％減)となり

ました。

(アジア・オセアニア)

　アジアのデジタルエンタテインメント事業において、ゲームソフト商品やアミューズメント施設向け商品の販売が

堅調に推移しましたが、「METAL GEAR SOLID 4 GUNS OF THE PATRIOTS」の発売があった前年同期と比較して売

上は減少いたしました。なお、豪州のゲーミング＆システム事業においては、「K2V」シリーズを搭載した新筐体「

Podium」等、ビデオスロットマシンの販売が順調に推移したほか、「コナミ・カジノ・マネジメント・システム」の

市場導入も貢献して収益が改善し、アジア・オセアニア地域全体の売上は増加いたしました。

　以上の結果、当地域における当第３四半期連結会計期間の売上高は19億６千９百万円(前年同期比21.5％増)となりま

した。

(4) キャッシュ・フローの状況
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　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比較して97

億４千万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には438億２千８百万円(前年同期比3.7％減)となりました。

　また、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結会計期間において営業活動により獲得した資金は、106億６千万円(前第３四半期連結会計期間は

19億３千９百万円の使用)となりました。

　これは主として、売上債権に係る資金収支が改善したほか、前受収益の増加があったこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結会計期間において投資活動により使用した資金は、14億円(前年同期比33.7％減)となりました。

　これは主として、設備投資等の資本的支出が減少したこと等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結会計期間において財務活動により使用した資金は、43億７千９百万円(前年同期比53.3％減)となり

ました。

　これは主として、前第３四半期連結会計期間において社債の償還による支出があったこと等によるものでありま

す。

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(買収防衛策について)

①会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社グループは、企業理念として、「『価値ある時間』の創造と提供を通して、常に期待される企業集団を目指す」

ことを掲げ、「株主最重視の基本姿勢」及び「ステークホルダーとの良好な関係の維持と良き企業市民としての社

会貢献」を経営の基本方針としており、「国際基準」、「公正な競争」、「高収益の追求」を経営の具体的な指針と

して、グループ経営資源の最適活用をより一層目指し、これらの企業価値の源泉を継続的・安定的に成長・拡大して

いくことにより、企業価値・株主共同の利益の確保、向上に努めてまいります。

②基本方針の実現に資する特別な取組み

　このような基本方針の実現に資する取組みとして、当社グループは、平成18年３月31日より持株会社体制に移行し、

「デジタルエンタテインメント事業」、「健康サービス事業」、「ゲーミング＆システム事業」の３つの事業を柱と

する経営に取組んでおります。持株会社がグループ全体の経営戦略の策定、各事業会社における業務執行状況の

チェック等の機能を担う一方、事業会社は事業領域の中で迅速な意思決定を行うことにより、時代の変化を先取りす

る経営を実践し、持株会社のメリットである「経営の透明性のさらなる向上」、「機動的な経営体制の構築」、「徹

底した収益責任体制の構築」を最大限に実現させ、当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を

図ってまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

　当社は当社株式の大規模な買付行為がなされた場合に、これを受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆様の意

思に基づき決定するべきものと考えます。しかしながら、大規模な買付行為のなかには、株主の皆様が適切な判断を

行うために必要な情報が十分に提供されない場合や、その目的等から見て当社の企業価値及び株主共同の利益が毀

損されるおそれがあると考えております。また、当社グループのブランド価値を高めていくためには、中長期的観点

からの安定的な経営及び蓄積された経営資源に関する十分な理解が不可欠であると考えており、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者に、これらに関する十分な理解なくしては、当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損

されるおそれがあると考えております。当社は、そのような場合には、企業価値及び株主共同の利益を保護するため、

相当かつ適切な対応をとることが必要であると考えております。

　そこで、当社は、平成19年６月28日開催の第35回定時株主総会の決議を受け、当社株式の大規模買付行為に関する対

応策(買収防衛策。以下「本プラン」という。)を導入いたしました。

　本プランの内容は、以下のとおりであります。

　当社取締役会は、特定の株主グループの株券等保有割合が20％以上となるような当社株式の買付行為等を行おうと

する者(以下「大規模買付者」という。)に対し、(a)買付実行に先立ち、買付けの目的、方法及び内容、買付け価額の算定

根拠等の大規模買付情報の提供を求め、(b)大規模買付行為の難易度に応じ、60日間または90日間の買付行為評価期間

において、大規模買付情報を十分に評価・検討し、(c)株主の皆様に当社取締役会としての意見を公表し、また、代替案

等の提示や大規模買付者との交渉も行います(以下、上記(a)から(c)を「大規模買付ルール」という。)。
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　そして、(d)大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合は、大規模買付者にとって差別的行使条件が付され

た新株予約権の無償割当て等の会社法その他法律及び当社定款にて定められている適切な措置を発動し、大規模買

付者に対抗します。(e)大規模買付者が同ルールを遵守する場合には、原則として対抗措置は発動しませんが、当該大

規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく棄損すると判断される場合には、例外的に対抗措置を

発動する場合があります。

④本取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社取締役会は、上記③の取組みついて、以下の理由により本取組が基本方針に沿うものであり、当社の企業価値及

び株主共同の利益を損なうものではなく、また当社会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断してお

ります。

(ⅰ)独立委員会の設置

　当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、手続・判断の公正性・合理性を確保するため、独立委員会を設置し

ます。独立委員会は取締役会の諮問機関として、大規模買付ルールの遵守状況の確認、買付内容等の検討及び対抗

措置の検討を行い、対抗措置発動の是非について当社取締役会に勧告を行います。

(ⅱ)株主意思を尊重するものであること

　当社は、本プランについて株主の皆様のご意思を反映するために、定時株主総会における株主の皆様のご承認の

もとに本プランを導入しております。

(ⅲ)外部専門家の助言

　当社取締役会、監査役及び独立委員会は、その検討、判断に際して、公正性・合理性をより一層高めるため、ファイ

ナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等の外部専門家の助言を受けることができるも

のとします。

(ⅳ)合理的な客観的条件の設定

　本プランにおける対抗措置は、予め定められた合理的な客観的条件に該当した場合のみ発動されるように設定す

るとともに、独立委員会の勧告を最大限尊重することにしており、当社取締役会の恣意的な発動を防止するための

仕組みを確保しております。

(ⅴ)デッドハンド型の買収防衛策ではないこと

　本プランの有効期間は、平成19年６月28日開催の当社第35回定時株主総会終結の時から平成22年３月期の事業年

度に関する定時株主総会終結の時までの３年間とし、また、有効期間内であっても、当社取締役会により本プラン

を廃止することが可能です。

(6) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の開発・制作費総額は、75億４百万円であります。なお、当第３四

半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 143,500,000 143,500,000

東京証券取引所

（市場第一部）

ニューヨーク証券取引所

ロンドン証券取引所

単元株式数100株

計 143,500,000 143,500,000 － －

（注）１．海外の取引所については、ロンドンには原株を、ニューヨークには預託証券をそれぞれ上場しております。

２．シンガポール証券取引所については、平成21年９月18日に上場廃止の申請を行い、同年10月19日に上場廃止と

なっております。

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 143,500 － 47,398 － 36,893

(5)【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6)【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 10,038,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  133,069,100 1,330,644 －

単元未満株式 普通株式　　  392,200 － －

発行済株式総数 143,500,000 － －

総株主の議決権 － 1,330,644 －

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,700株含まれておりますが、

議決権の数の欄には同機構名義の議決権47個は含まれておりません。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が35株含まれております。

②【自己株式等】

　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

コナミ株式会社 東京都港区赤坂９－７－２ 10,038,700 － 10,038,700 7.00

計 － 10,038,700 － 10,038,700 7.00

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,612 1,837 1,877 2,020 2,080 1,955 1,829 1,681 1,684

最低（円） 1,416 1,454 1,708 1,673 1,780 1,760 1,626 1,417 1,438

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年12月31日まで)の四半期連結財務諸表は、改正前の「四半期連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定によ

り、当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで)の四半期連結財務諸表は、改正後の四半期連結財務諸表規則附則第６条の規

定により、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法、すなわち、米国において一般に公

正妥当と認められた会計原則に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累

計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四

半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び現金同等物 43,828 53,568
受取手形及び売掛金(貸倒引当金控除後)
－平成21年12月31日及び平成21年３月31
日現在の貸倒引当金はそれぞれ720百万
円及び470百万円

33,252 30,624

棚卸資産 32,264 23,512

繰延税金資産 20,076 19,203

前払費用及びその他の流動資産 9,754 9,768

流動資産合計 139,174 136,675

有形固定資産 61,804 60,552

投資及びその他の資産   

市場性のある有価証券 220 560

関連会社に対する投資 2,123 2,119

識別可能な無形固定資産 35,740 35,883

営業権 21,895 21,925

差入保証金 27,812 27,959

繰延税金資産 3,263 3,641

その他の資産 11,031 12,356

投資及びその他の資産合計 102,084 104,443

資産合計 303,062 301,670

（単位：百万円）

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

負債の部   

流動負債   

１年内返済予定の長期借入債務及びキャ
ピタル・リース債務

2,695 3,627

支払手形及び買掛金 14,188 17,430

未払税金 5,426 6,683

未払費用 18,217 17,738

前受収益 13,304 7,586

その他の流動負債 6,298 9,322

流動負債合計 60,128 62,386

固定負債   

長期借入債務及びキャピタル・リース債
務(１年内返済予定分を除く) 40,046 37,739

未払退職・年金費用 2,712 2,941

繰延税金負債 5,513 6,564

その他の固定負債 8,171 8,501

固定負債合計 56,442 55,745

負債合計 116,570 118,131

契約債務及び偶発債務   

契約債務及び偶発債務   

純資産の部   

　株主資本   

資本金 47,399 47,399
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当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

普通株式－無額面:
授権株式数　450,000,000株
発行済株式数　平成21年12月31日及び平
成21年３月31日現在 143,500,000株
自己株式を除く発行済株式数

平成21年12月31日現在133,461,008株
平成21年３月31日現在133,461,502株

  

資本剰余金 77,089 77,090

利益準備金 284 284

利益剰余金 80,361 76,947

その他の包括利益(損失)累計額 △292 98

自己株式－取得原価 △23,187 △23,186

平成21年12月31日現在 10,038,992株
平成21年３月31日現在 10,038,498株

  

株主資本合計 181,654 178,632

非支配持分 4,838 4,907

純資産合計 186,492 183,539

負債及び純資産合計 303,062 301,670
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

売上高及び営業収入   

製品売上高 172,177 133,294

サービス収入 61,834 57,638

売上高及び営業収入合計 234,011 190,932

営業費用   

製品売上原価 95,004 75,058

サービス原価 59,885 56,183

販売費及び一般管理費 44,410 42,565

営業費用合計 199,299 173,806

営業利益 34,712 17,126

その他の収益(費用)   

受取利息 410 126

支払利息 △1,184 △1,183

為替差損益－純額 △2,224 10

その他－純額 △11 40

その他の収益(費用)－純額 △3,009 △1,007

税引前四半期純利益 31,703 16,119

法人税等 13,318 5,231

持分法投資利益－純額 34 49

非支配持分控除前四半期純利益 18,419 10,937

非支配持分帰属利益 593 317

当社株主に帰属する四半期純利益 17,826 10,620

（１株当たり情報）

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益 129.72円 79.58円

潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属す

る四半期純利益
129.72円 79.58円

加重平均発行済株式数 137,422,938株 133,461,248株

潜在株式調整後発行済株式数 137,422,938株 133,461,248株
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

売上高及び営業収入   

製品売上高 66,746 58,011

サービス収入 20,361 19,007

売上高及び営業収入合計 87,107 77,018

営業費用   

製品売上原価 39,139 31,278

サービス原価 20,020 18,486

販売費及び一般管理費 16,080 14,739

営業費用合計 75,239 64,503

営業利益 11,868 12,515

その他の収益(費用)   

受取利息 29 55

支払利息 △321 △392

為替差損益－純額 △2,278 △85

その他－純額 △3 △3

その他の収益(費用)－純額 △2,573 △425

税引前四半期純利益 9,295 12,090

法人税等 3,328 3,578

持分法投資利益(損失)－純額 △26 1

非支配持分控除前四半期純利益 5,941 8,513

非支配持分帰属利益 79 125

当社株主に帰属する四半期純利益 5,862 8,388

（１株当たり情報）

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益 42.64円 62.85円

潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属す

る四半期純利益
42.64円 62.85円　

加重平均発行済株式数 137,461,771株 133,461,180株

潜在株式調整後発行済株式数 137,461,771株 133,461,180株

EDINET提出書類

コナミ株式会社(E01956)

四半期報告書

16/33



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 （単位：百万円）　

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

非支配持分控除前四半期純利益 18,419 10,937

営業活動によるキャッシュ・フローへの調
整項目

  

減価償却費 9,555 9,536

貸倒引当金の純増減(△) 52 269

持分法投資損益(△) △34 △49

繰延税額 △2,445 △1,436

資産及び負債の増減   

受取手形及び売掛金の純増(△)減 △11,350 △3,595

棚卸資産の純増(△)減 △12,414 △9,885

未収入金の純増(△)減　 892 △198

前払費用の純増(△)減　 △1,286 △158

支払手形及び買掛金の純増減(△) 2,839 △3,033

未払税金及び未収税金の純増減(△) △1,255 △1,151

未払費用の純増減（△） 2,093 976

前受収益の純増減 (△) 8,009 5,816

前受金の純増減(△)　 △754 △379

預り金の純増減(△)　 △470 △513

その他－純額 2,254 △2,683

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,105 4,454

　 （単位：百万円）　

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー   

資本的支出 △6,732 △4,771

有形固定資産の売却による収入 1,339 1

差入保証金の純増(△)減 1,762 △125

その他－純額 △74 230

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,705 △4,665

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入債務の返済による支出 △444 △444

社債の償還による支出　 △5,000 －

キャピタル・リース債務の元本返済によ
る支出

△2,131 △1,892

配当金の支払 △7,254 △7,378

自己株式の取得による支出 △101 △2

その他－純額 464 1
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前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,466 △9,715

為替変動の現金及び現金同等物に対する影
響額

△2,536 186

現金及び現金同等物の純増減(△)額 △6,602 △9,740

現金及び現金同等物の期首残高 52,130 53,568

現金及び現金同等物の四半期末残高 45,528 43,828
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（四半期連結財務諸表注記）

１．会計処理の原則及び手続並びに四半期連結財務諸表の表示方法

　この四半期連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則(以下「米国会計基準」)に基づいて作成

されております。当社は、平成14年９月にニューヨーク証券取引所に上場し、米国預託証券の発行等に関して要請されてい

る用語、様式及び作成方法により連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会に登録しております。当社及び日本の子会社

は、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し、また、その海外子会社は、所在する国において一般に公

正妥当と認められた会計原則に準拠して会計記録を保持しております。添付の四半期連結財務諸表には、米国会計基準に

適合させるために必要な一定の調整が反映されております。

　当社及び子会社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、日本において一般に公正妥当と認めら

れた会計原則に準拠した場合と異なるもので、主要なものは次のとおりであります。

(1) 企業結合による影響

　当社及び子会社は、企業結合については、取得法により、識別可能な無形固定資産を含め、取得した資産、負債及び非支配

持分を、取得日におけるそれぞれの見積公正価値で計上しております。また、当社及び子会社は、営業権及び特定の無形固

定資産を償却対象とはせず、公正価値に基づく減損の評価の対象としております。

　従って、米国会計基準と日本会計基準との差異は、営業権及び識別可能な無形固定資産の取得時における認識並びに以降

の償却、減損における差異により生じております。

(2) 未払退職・年金費用

　当社及び子会社は、確定給付型退職給付債務の積立状況(すなわち、年金資産の公正価値と退職給付債務の差額)を連結貸

借対照表で認識しており、それに対応する調整を税効果考慮後で、その他の包括利益(損失)累計額に計上しております。ま

た、数理計算上の差異は、期首時点の当該残高が回廊(退職給付債務と年金資産の公正価値のいずれか大きい方の10％)を超

える部分について、従業員の平均残存勤務期間で定額償却しております。なお、制度の一部は、複数事業主による確定給付

型制度として、各期間における要拠出額に基づいた純年金費用を認識しております。

(3) 社内利用目的のソフトウェア開発費

　当社及び子会社は、社内利用目的のソフトウェア開発費について、プロジェクトの計画段階及び導入後段階に発生するコ

ストを費用処理し、アプリケーションの開発段階に発生するコストは資産計上しております。

(4) 資産の除却に関する債務

　当社及び子会社は、公正価値の見積りが可能であれば、有形の長期性資産の除却に伴う法的債務を負債として計上し、そ

れらの債務の発生時に公正価値で評価しております。また、資産の除却に関する債務を負債として最初に認識する時には、

関連する長期性資産の帳簿価額の増加を認識することによりその費用を資産化しなければなりません。

(5) 非支配持分帰属利益

　非支配持分帰属利益については、「非支配持分控除前四半期純利益」の後に区分して表示しております。

２．組替

　前第３四半期連結累計期間、前第３四半期連結会計期間及び前連結会計年度の連結財務諸表の一部は、当第３四半期連結

累計期間及び当第３四半期連結会計期間の表示に合わせて組み替えしております。
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３．新規に適用された会計基準

　当社及び子会社は、平成21年７月１日より開始する第２四半期連結会計期間より米国財務会計基準審議会会計基準編纂

書(FASB Accounting Standard Codification、以下「ASC」)105「一般に認められた会計原則(Generally Accepted Acco

unting Principles)」(旧財務会計基準書(Statements of the Financial Accounting Standards、以下「SFAS」)第168号「FASB会計基

準成文化及び一般に公正妥当と認められた会計原則のヒエラルキー－SFAS第162号の改訂(The FASB Accounting Sta

ndards Codification and the Hierarchy of Generally Accepted Accounting Principles̶a replacement of FASB Statement No. 162)」)

を適用しております。ASCは、従来、SFAS、会計原則審議会意見書(Opinions of the Accounting Principles Board、以下「APB」)、

米国発生問題専門委員会基準書(Emerging Issues Task Force、以下「EITF」)、米国公認会計士協会意見書

(AICPA Statement of Position、以下「SOP」)等の様々な体系で規定されていた米国会計基準を整理・統一したものであり、

米国証券取引委員会の規則や解釈指針を除き、強制力のある唯一の米国会計基準として位置付けられております。なお、

ASC105の適用による当社及び子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。

　当社及び子会社は、平成21年４月１日よりASC805「企業結合(Business Combinations)」(旧SFAS第141号「企業結合

(Business Combinations)」の改訂版)を適用しております。ASC805は、買収企業が取得した資産、引き継いだ負債、被買収企業

の非支配持分及び取得した営業権の認識及び測定について規定しております。なお、適用時点において、ASC805の適用によ

る当社及び子会社の財政状態及び経営成績に対する重要な影響はありません。

　当社及び子会社は、平成21年４月１日よりASC810「連結(Consolidation)」(旧SFAS第160号「連結財務諸表における非支配

持分－ARB第51号の改訂(Noncontrolling Interests in Consolidated Financial Statements̶an amendment of ARB No.51)」)を適用

しております。ASC810は、子会社の非支配持分に関する会計処理及び子会社を連結から除外する際における会計処理につ

いて規定しております。また、ASC810は、親会社及び非支配持分へ帰属する金額を連結当期純利益に含めること、子会社が

連結から除外された際に、親会社は利益または損失を認識すること及び親会社持分と非支配持分とを明確に特定し、識別

して開示することを要求しております。ASC810の適用に伴い、当社及び子会社は、従来、連結貸借対照表の負債の部と資本

の部の中間に分類していた少数株主持分を非支配持分として純資産の部に含めて表示するほか、連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書の表示科目を変更しております。
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４．棚卸資産

　平成21年12月31日及び平成21年３月31日現在、棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)
前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

商品及び製品 14,476 11,641

仕掛品 14,462 8,300

原材料及び貯蔵品 3,326 3,571

　　　　合計 32,264 23,512

５．有形固定資産

　平成21年12月31日及び平成21年３月31日現在、有形固定資産の内訳は次のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)
前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

区分 金額（百万円） 金額（百万円）

有形固定資産－取得価額：   

土地 11,403 11,331

建物及び構築物 63,088 61,503

工具器具備品 25,891 26,738

建設仮勘定 29 12

合計 100,411 99,584

差引：減価償却累計額 △38,607 △39,032

有形固定資産合計－純額 61,804 60,552

６．退職給付制度

　当社及び国内子会社は、確定給付型の従業員向け退職給付制度を採用しております。この制度において、従業員に対する

退職給付金及び退職一時金の支払額は、通常、退職時の給与水準、勤続年数及びその他の要素により決定されます。全従業

員は確定給付型の制度にとどまるか、この制度から脱退し在籍期間中に全ての報酬を受け取れる年俸制へ移行するかのど

ちらかを選択することができます。年俸制の社員の退職時に別途退職一時金及び退職給付金が支払われることはありませ

ん。

　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間並びに前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計

期間における当社及び国内子会社の制度による退職給付費用の純額には、次のものが含まれております。

　
前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

　当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)　

区分 金額（百万円） 　金額（百万円）

勤務費用 153 157

　退職給付債務の利息費用 19 19

　年金資産の期待運用収益 △30 △29

　数理計算上の差異の費用処理額 △102 △20

　過去勤務債務の償却 △30 －

　退職給付費用－純額 10 127
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前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日)

　当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日)　

区分 金額（百万円） 　金額（百万円）

勤務費用 51 52

　退職給付債務の利息費用 6 7

　年金資産の期待運用収益 △10 △10

　数理計算上の差異の費用処理額 △34 △7

　過去勤務債務の償却 △10 －

　退職給付費用－純額 3 42

７．純資産

　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間並びに前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計

期間における連結貸借対照表の株主資本、非支配持分及び純資産の帳簿価額の変動は以下のとおりであります。

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 株主資本（百万円） 非支配持分（百万円） 純資産（百万円）

平成20年３月31日現在の残高 182,759 4,324 187,083

当社株主への配当金 △7,419 － △7,419

非支配持分への配当金 － △2 △2

自己株式及びその他 374 △52 322

包括利益    

　四半期純利益 17,826 593 18,419

　その他の包括利益(損失)    

　　為替換算調整額 △3,626 1 △3,625

　　売却可能な有価証券の未実現評価損益 △26 － △26

　　年金債務調整額 △77 － △77

　四半期包括利益 14,097 594 14,691

平成20年12月31日現在の残高 189,811 4,864 194,675

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　 株主資本（百万円） 非支配持分（百万円） 純資産（百万円）

平成21年３月31日現在の残高 178,632 4,907 183,539

当社株主への配当金 △7,206 － △7,206

非支配持分への配当金 － △381 △381

自己株式及びその他 △2 － △2

包括利益    

　四半期純利益 10,620 317 10,937

　その他の包括利益(損失)    

　　為替換算調整額 △226 △5 △231
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　 株主資本（百万円） 非支配持分（百万円） 純資産（百万円）

　　売却可能な有価証券の未実現評価損益 △152 － △152

　　年金債務調整額 △12 － △12

　四半期包括利益 10,230 312 10,542

平成21年12月31日現在の残高 181,654 4,838 186,492

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　 株主資本（百万円） 非支配持分（百万円） 純資産（百万円）

平成20年９月30日現在の残高 191,135 4,783 195,918

当社株主への配当金 △3,711 － △3,711

自己株式及びその他 △2 1 △1

包括利益    

　四半期純利益 5,862 79 5,941

　その他の包括利益(損失)    

　　為替換算調整額 △3,447 1 △3,446

　　売却可能な有価証券の未実現評価損益 △1 － △1

　　年金債務調整額 △25 － △25

　四半期包括利益 2,389 80 2,469

平成20年12月31日現在の残高 189,811 4,864 194,675

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　 株主資本（百万円） 非支配持分（百万円） 純資産（百万円）

平成21年９月30日現在の残高 176,367 4,844 181,211

当社株主への配当金 △3,603 － △3,603

非支配持分への配当金 － △134 △134

自己株式及びその他 0 － 0

包括利益    

　四半期純利益 8,388 125 8,513

　その他の包括利益(損失)    

　　為替換算調整額 562 3 565

　　売却可能な有価証券の未実現評価損益 △55 － △55

　　年金債務調整額 △5 － △5

　四半期包括利益 8,890 128 9,018

平成21年12月31日現在の残高 181,654 4,838 186,492

８．金融商品の公正価値

（現金及び現金同等物、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、未払費用、短期借入金）

これらの帳簿価額は、短期のうちに満期が到来するため、公正価値とほぼ同額となっております。

（市場性のある投資有価証券）
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当社及び子会社の投資有価証券の公正価値は、株式市場相場を基にしております。

（市場性のない有価証券）

市場価値が存在しない市場性のない有価証券について、公正価値の合理的な見積りには過大な費用を伴います。非公

開企業の普通株式について公正価値を見積もることは現実的ではありません。従ってそれらの投資は、取得原価で計上

されております。

（長期借入債務）

当社及び子会社の長期借入債務の公正価値は、最も活発な市場における相場、または満期が類似する同種の借入債務

に対しての当社における現行の借入レートを用いて割引計算を行ったおのおのの契約の将来キャッシュ・フローの現

在価値に基づいております。

（デリバティブ）

主に売買目的以外の目的で使用される為替予約からなるデリバティブ商品の公正価値は、取引の相手方または第三者

から入手した見積りに基づいております。

平成21年12月31日及び平成21年３月31日現在の当社及び子会社の金融商品の見積公正価値は、次のとおりでありま

す。

 
当第３四半期連結会計期間末
 （平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

区分
帳簿価額
（百万円）

見積公正価値
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

見積公正価値
（百万円）

デリバティブ以外の金融商品：     

売却可能な有価証券 220 220 560 560

長期借入債務－１年以内返済額含む △15,352 △15,343 △15,796 △15,318

デリバティブ：     

先物為替予約：     

資産 18 18 － －

負債 － － 43 43

（見積公正価値の限界）

公正価値の見積りは、市場の関連情報や金融商品についての情報を基に、ある一時点において行なわれます。これらの

評価は、実際には主観的で不確定要素及び重要な判断事項を含んでいるため、正確に算定することはできません。前提条

件の変更は、この評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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９．公正価値の測定

　ASC820「公正価値による測定及び開示(Fair Value Measurements and Disclosures)」(旧SFAS第157号「公正価値の測定

(Fair Value Measurements)」)は、公正価値を市場参加者の間での通常の取引において資産を売却するために受け取るであろ

う価格、又は負債を移転するために支払うであろう価格と定義づけ、公正価値によって測定された資産及び負債を以下３

つのレベルに分類し開示することを規定しております。

レベル１： 活発な市場における同一資産及び負債の市場価格

レベル２： 活発な市場における類似資産及び負債の市場価格、活発でない市場における同一又は類似の資産及び負債

の市場価格及び主として市場で観測可能なインプット(指標)によって算出される評価額

レベル３： 評価手法に使用される一つまたは複数の重要なインプットまたは測定要素が観察不可能な状況における評

価額

（経常的に公正価値で測定される資産及び負債）

平成21年12月31日及び平成21年３月31日現在における経常的に公正価値で測定される資産及び負債は以下のとおり

であります。

区分

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

レベル１
 （百万円）

レベル２
（百万円）

レベル３
（百万円）

合計
（百万円）

資産：     

市場性のある有価証券 220 － － 220

金融派生商品　 － 18 － 18

資産合計 220 18 － 238

負債：     

金融派生商品 － － － －

負債合計 － － － －

区分

前連結会計年度末（平成21年３月31日）

レベル１
 （百万円）

レベル２
（百万円）

レベル３
（百万円）

合計
（百万円）

資産：     

市場性のある有価証券 560 － － 560

資産合計 560 － － 560

負債：     

金融派生商品 － 43 － 43

負債合計 － 43 － 43

　レベル１の投資は売却可能な有価証券のみで構成され、十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における調整不要

な市場価格で評価しております。

　金融派生商品は先物為替契約によるものであります。レベル２の金融派生商品は取引の相手方または第三者から入手し

た相場価格に基づき評価され、外国為替レート及び金利等の観察可能な市場インプットを使用した価格モデルに基づき定

期的に検証しております。

　なお、平成21年12月31日及び平成21年３月31日現在において、経常的に公正価値で測定され計上される資産及び負債のう

ち、レベル３に分類されるものはありませんでした。
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10．セグメント情報

　ASC280「セグメント別報告(Segment Reporting)」(旧SFAS第131号「企業のセグメントと関連情報の開示

(Disclosures about Segments of an Enterprise and Related Information)」において、事業別セグメントは、資源配分や業績評価を

決定する上で、最高意思決定者によって定期的に評価されるそれぞれ独立した財務情報が入手可能な事業単位と定義され

ております。各事業セグメントは、異なる市場において異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に

管理されております。

　当社及び子会社の活動は、主として次の３つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。

①デジタルエンタテインメント事業 ゲームソフト、アミューズメント、カードゲーム、オンライン等のデジタルコン

テンツ及びそれに関わる製品の制作、製造及び販売

②健康サービス事業 スポーツクラブ施設運営、フィットネス機器及び健康関連商品の制作、製造及び

販売

③ゲーミング＆システム事業 カジノ施設向けゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの開発、製造、

販売及びサービス

 (注)１．その他の項目は、ASC280における量的基準を満たさない事業から構成されております。

２．全社の項目は、主に本社費用より構成されております。

３．消去の項目は、主にセグメント間取引高消去及び棚卸資産の未実現利益消去等から構成されております。

　以下の表は、事業セグメント別の売上高、営業損益を要約したもので、当社及び子会社の経営成績を評価するため、またセ

グメントの収益性及び業績を評価するための主要な指標として、最高意思決定者によって利用されているものでありま

す。この情報は、米国会計基準により作成した当社及び子会社の経営管理資料に基づいたものであります。

【事業別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 

デジタルエンタ
テインメント
事業

(百万円)

健康サービス
事業

(百万円)

ゲーミング＆
システム事業 

(百万円)

その他又は
全社・消去

(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 55,618 22,200 5,443 3,846 87,107

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
63 81 － △144 －

計 55,681 22,281 5,443 3,702 87,107

営業費用 44,206 21,727 3,976 5,330 75,239

営業損益 11,475 554 1,467 △1,628 11,868

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 

デジタルエンタ
テインメント
事業

(百万円)

健康サービス
事業

(百万円)

ゲーミング＆
システム事業 

(百万円)

その他又は
全社・消去

(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 48,960 21,099 5,833 1,126 77,018

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
48 110 － △158 －

計 49,008 21,209 5,833 968 77,018

営業費用 37,090 20,437 4,219 2,757 64,503

営業損益 11,918 772 1,614 △1,789 12,515

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）
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デジタルエンタ
テインメント
事業

(百万円)

健康サービス
事業

(百万円)

ゲーミング＆
システム事業 

(百万円)

その他又は
全社・消去

(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 148,491 67,517 13,297 4,706 234,011

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
220 220 － △440 －

計 148,711 67,737 13,297 4,266 234,011

営業費用 110,931 65,619 10,790 11,959 199,299

営業損益 37,780 2,118 2,507 △7,693 34,712

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 

デジタルエンタ
テインメント
事業

(百万円)

健康サービス
事業

(百万円)

ゲーミング＆
システム事業 

(百万円)

その他又は
全社・消去

(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 100,182 64,338 14,729 11,683 190,932

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
245 246 － △491 －

計 100,427 64,584 14,729 11,192 190,932

営業費用 84,025 63,514 10,900 15,367 173,806

営業損益 16,402 1,070 3,829 △4,175 17,126
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 57,236 15,145 13,340 1,386 87,107 － 87,107

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
8,716 818 25 235 9,794 △9,794 －

計 65,952 15,963 13,365 1,621 96,901 △9,794 87,107

営業費用 58,678 13,582 11,262 1,509 85,031 △9,792 75,239

営業損益 7,274 2,381 2,103 112 11,870 △2 11,868

　当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 52,925 11,503 10,965 1,625 77,018 － 77,018

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
6,299 585 28 344 7,256 △7,256 －

計 59,224 12,088 10,993 1,969 84,274 △7,256 77,018

営業費用 49,065 10,706 10,316 1,702 71,789 △7,286 64,503

営業損益 10,159 1,382 677 267 12,485 30 12,515

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 167,090 35,765 27,253 3,903 234,011 － 234,011

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
19,220 3,082 91 448 22,841 △22,841 －

計 186,310 38,847 27,344 4,351 256,852 △22,841 234,011

営業費用 158,743 34,873 23,977 4,550 222,143 △22,844 199,299

営業損益 27,567 3,974 3,367 △199 34,709 3 34,712

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

売上高及び営業損益        

売上高        
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日本

(百万円)
北米

(百万円)
欧州

(百万円)

アジア・
オセアニア

(百万円)

計
(百万円)

消去
(百万円)

連結
(百万円)

(1)外部顧客に対する売上高 144,988 25,287 15,987 4,670 190,932 － 190,932

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
9,983 2,634 37 564 13,218 △13,218 －

計 154,971 27,921 16,024 5,234 204,150 △13,218 190,932

営業費用 141,592 24,430 16,348 4,714 187,084 △13,278 173,806

営業損益 13,379 3,491 △324 520 17,066 60 17,126

　外部顧客に対する売上高については、製品が販売され、サービスが提供される場所に基づいて、それぞれの地域を決定し

ております。

　北米は、主として、アメリカ合衆国から構成されております。

11. 契約債務及び偶発債務

　当社及び子会社は、係争中の訴訟の対象となっております。しかし、顧問弁護士との協議を含む検討の結果、マネジメント

はそれらの訴訟による債務は仮にあったとしても、当社及び子会社の財政状態や経営成績への影響は軽微と考えておりま

す。

　平成21年12月31日現在、当社及び子会社は約105百万円の有形固定資産及びその他の資産の購入等に係る確定発注を行っ

ております。

12. 後発事象

当第３四半期連結会計期間末後、当四半期報告書の提出日である平成22年２月12日までの期間において、重要な後発事

象はありません。
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２【その他】

配当に関する事項

平成21年11月５日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（イ）配当金の総額………………3,603百万円

（ロ）１株当たり配当額…………27円00銭

（ハ）基準日………………………平成21年９月30日

（ニ）効力発生日…………………平成21年11月27日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

コナミ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田名部　雅　文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　根　洋　人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコナミ株式会社の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項１参照）に準拠して、コナミ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

コナミ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田名部　雅　文　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　根　洋　人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコナミ株式会社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（四半期連結財務諸表注記事項１参照）に準拠して、コナミ株式会社及び連結子会社の平成21年12月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表注記事項３に記載されているとおり、会社は平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会 会計基

準編纂書 810 「連結」(旧米国財務会計基準書第160号「連結財務諸表における非支配持分―ARB第51号の改訂」)を適用

している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。
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